
議案第５４号資料 
令和７年度南山城村一般会計補正予算（第６号）概要 

 

議会費（876 千円） 

 ・一般職員人件費（議会費）                   ３５６千円 

 ・会計年度任用職員人件費（議会事務局）             ５２０千円 

 

総務費（11,474 千円）   

・特別職員人件費                        １４２千円 

 ・一般職員人件費（一般管理費）               ４，３１１千円 

 ・会計年度任用職員人件費（総務財政課）           １，５４５千円 

 ・会計年度任用職員人件費（財産施設課）             ７５０千円 

 ・一般職員人件費（文書広報費）                 ３５７千円 

 ・電算管理事業                         ２８６千円 

 ・一般職員人件費（企画費）                  △１５３千円 

 ・一般職員人件費（税務総務費）               １，１２２千円 

 ・会計年度任用職員人件費（税住民福祉課）          ２，９５０千円 

 ・一般職員人件費（戸籍住民基本台帳費）             １６４千円 

 

民生費（9,273 千円）  

・一般職員人件費（社会福祉総務費）            △２，０５４千円 

・会計年度任用職員人件費（保健医療課）           １，７９０千円 

・国民健康保険事業特別会計繰出金                ６７０千円 

・介護保険事業特別会計繰出金                  ９０９千円 

・一般職員人件費（国民年金費）                 ３０３千円 

・物価高対応子育て応援手当支給事業             ３，６２２千円 

・一般職員人件費（児童福祉施設費）             ２，８５３千円 

・会計年度任用職員人件費（保育園）             １，１８０千円 

 

衛生費（2,709 千円） 

 ・一般職員人件費（保健衛生総務費）             １，１４４千円 

 ・簡易水道事業会計繰出金（人件費分）            １，１７３千円 

 ・塵芥処理事務事業                       ３９２千円 

 

農林水産業費（4,521 千円） 

・一般職員人件費（農業総務費）               ２，２２１千円 

 ・会計年度任用職員人件費（産業観光課）           ２，３００千円 

 

商工費（600 千円） 

 ・観光推進事業                         ６００千円 

 

土木費（2,947 千円） 

 ・一般職員人件費（土木総務費）               １，３５７千円 

 ・会計年度任用職員人件費（建設環境課）           １，３２０千円 

 ・社会資本整備総合交付金事業                  ２７０千円 

補正額合計 ３２，４００千円 



令和７年度一般会計補正予算（第６号）主要事項説明 

款( 民生費 )・項( 児童福祉費 ) 

事 業 名 物価高対応子育て応援手当支給事業 

予 算 額 ３，６２２千円 新規・継続の別 新規 

事業内容 

≪目的・趣旨≫ 

物価高の影響が長期化しその影響が様々な人々に及ぶ中、特に、その影響

を強く受けている子育て世帯を力強く支援し、こどもたちの健やかな成長を

応援する観点から、過日閣議決定された「「強い経済」を実現する総合経済対

策」において、０歳から高校３年生までのこども達に１人当たり２万円の「物

価高対応子育て応援手当」を支給することが決定されたところです。 

本村においても、年内に予算化し迅速な給付を目指します。 

 

≪実施内容≫ 

 支給対象者 児童手当支給対象児童を養育する父母等（児童手当受給者）

に対し支給対象児童１人あたり２万円 

※支給対象者は次の 1.～5．に区分され、申請方法や支給時期が異なります。 

  1．令和 7 年 9月分（10 月支給分）の児童手当を本村から受給した方 

  2．令和 7 年 10 月 1 日以降に出生した児童分の児童手当の出生に係る申請を本

村で行った方 

3．令和 7 年 9 月 30 日時点で、児童手当を受給しており、本村に住民登録のあ

る公務員 

  4．令和 7 年 10 月 1 日以降に出生した児童分の児童手当の出生に係る申請行っ

た時点において、本村に住民登録がある公務員 

  5．令和 7 年 10 月 1 日以降、本村において児童手当の受給者となった方（DV 避

難や離婚等によるもの） 

≪事業費の算出≫  

【事業費】                                          ３，６２２千円 

役務費                       ２２千円 

通信運搬費                  ２２千円 

扶助費   ＜180 人（対象児童）×20,000 円＞  ３，６００千円 

 

≪特定財源≫ 

  物価高対応子育て応援手当支給事業費補助金      ３，６２２千円 

 

担当課 税住民福祉課 

 


